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石巻市立学校において感染者等が発生した場合の臨時休業等の対応について 

 

令和２年７月２０日 

石巻市教育委員会 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡「学校における新型コロナウイルス感

染症に関する衛生管理マニュアル～｢学校の新しい生活様式｣～」を踏まえ、石巻市立学校に感

染者等が発生した場合の対応については、以下のとおりとする。 

 

１ 教育委員会の対応について（学校の休業）  

 

 教育委員会は、市立学校の園児・児童生徒（以下「児童生徒等」という。）や教職

員が新型コロナウイルス感染症に感染したことが判明した場合、感染拡大防止等を

図るため、下表により対応するとともに、石巻市新型インフルエンザ等対策本部に報

告する。 

 

状況 対応 期間等 

(1)感染した場合 

・一時的に全部又は一部を臨時休業とする。 
 
・保健所や学校医の助言を得た上で、校内の感
染リスクを検討し、リスクの低い学年や学級
の休業を解除する。 

・医師、保健
所の助言に
よる 

・施設の消毒
が完了する
まで 

(2)濃厚接触者に特定された 
  場合 

・原則として、臨時休業は行わない。 

(3)感染の恐れがある場合  

 

２ 学校の対応について（出席停止・出勤停止等）  

 

学校は、児童生徒等や教職員の状況に応じて、下表により措置する。 

 

状況 出席停止・出勤停止の期間等 

(1)感染した場合 ・医師又は保健所の許可が出るまで 

(2)濃厚接触者に特定された場合 ・感染者と最後に濃厚接触をした日から起算し
て２週間  

・医師又は保健所の許可が出るまで (3)感染の恐れがある場合  

(4)発熱等の風邪の症状がある場合 ・症状が改善するまで 

(5)不安により登校（出勤）を控える場合 ・不安が改善されるまで 

※臨時休業に伴う教職員の在宅勤務を実施する場合には、学校教育課に相談のこと。 

 



  

３ 感染者等が発生した場合における施設内の消毒について  

 

教育委員会及び学校は、児童生徒等や教職員の感染等が確認された場合、次のとお 

 り消毒を実施する。 

 

 (1) 感染した場合 

   保健所の助言等を踏まえ施設消毒を行う。必要な場合は専門業者による消    

毒を依頼する。 

 

 (2) 感染が疑われる場合 

    保健所の助言等を踏まえ、感染予防対策を徹底した上で、職員が消毒用エタノ

ールや次亜塩素酸ナトリウム等を用いて施設を消毒する。 

 なお、症状のない濃厚接触者が触った物品に対する消毒は不要。 

 

 (3) その他 

    施設の消毒に係る経費については、教育総務課又は学校管理課と適宜調整する。 

 

４ 保護者への連絡について  

  

  学校は、臨時休業又は学年・学級閉鎖に至った事実や感染拡大防止対策等につい 

 て、個人が特定されないように配慮の上、速やかに当該校の保護者へ連絡する。 

 

５ 学校名の公表について  

 

   教育委員会は、臨時休業を行う場合、感染拡大防止の観点及び不要な憶測を招かな 

 いようにするため、原則として学校名を公表する。 

 

 

６ 留意事項  

   

  学校は、次の点について新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた指導や働き 

 掛けを十分に行うこと。 

 

  (1） 新型コロナウイルス感染症は誰もが罹患する可能性のある感染症であり、個人 

   の特定や偏見、差別、誹謗中傷につながる行為は絶対にしないこと。  

  

  (2)  児童生徒等に感染予防対策や新しい生活様式に対する正しい知識をもたせ、実 

   践し、定着させること。 

 

  (3)  保護者及び地域に対して、適宜、新型コロナウイルス感染症に関する正しい知 

   識の理解啓発を行うこと。 

   

※対応に係る判断の基準等は、別紙「学校において感染者等が発生した場合の臨

時休業等の対応について」を参照のこと。 

 



【別 紙】

【臨時休業】設置者が判断する。 法　令 対象期間 消　毒

⑵児童生徒等が濃厚接触者に特定された場合

⑶感染の恐れがある場合

【個人の対応】学校長が判断する。 対象期間 消　毒

⑴感染した場合
・医師又は保健所の許可が
出るまで

必要な場合は
業者消毒

⑵濃厚接触者に特定された場合

⑶感染の恐れがある場合　※２
自宅待機※３
（職専免）

⑷発熱等の風邪の症状がある場合 ・症状が改善するまで

⑸不安により登校（出勤）を控える場合 ・不安が改善するまで

※１ 判定の要件・要素

①学校で行っていた活動 ②活動の場所（屋内か、屋外か）

③活動した部屋の広さ（狭いか、広いか） ④接触した人数の規模（具体的人数）

⑤接触の濃度（距離、時間） ⑥不特定多数との接触の有無

①学校内の感染症の発生状況 ②感染経路の明否

③どこで感染したか

※①～③により感染経路が判明していて、学校外で感染した事が明らかで、他に感染を広める恐れが低い場合は、休業の可能性は低い。

①地域における感染者の発生状況 ②地域における感染経路の判明の状況

※①～②により地域における感染者なし、感染経路が判明し学校関係者と接点が少ない場合は、休業の必要性は低い。

※２  感染の恐れがある場合の例

　令和2年9月18日現在

＊「本人の同居者が濃厚接触者である場合」は、感染の恐れには該当しない。

＊レベル２・３の状況においては、本人の同居者が相談・受診の目安に該当する症状がある場合。

　⑵ 感染経路の明否

　⑴ 感染者、濃厚接触者等の学校活動の態様

　⑶ 地域における感染拡大の状況

　Ｃ：本人が相談・受診の目安に該当する場合。（強い息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱、比較的軽い風邪症状が続く場合。)
＊相談・受診の目安に該当しない症状の場合は、基本的には医師が感染の疑いがあるか（検査の必要性）を判断する。また、感染の恐れがあるかを判断する際には、本人の行動歴（過去2週間に海外や患者が発生している都道
府県への外出歴があるか、そういった地域に滞在していた人と接触しているか）等も踏まえて判断する。

病休

・感染者と濃厚接触した日
から2週間
・医師又は保健所の許可が
出るまで

　Ｂ：本人が感染者と接触していることが判明している場合（保健所による調査前）
＊例）患者と同居あるいは長時間（車内、航空機内等を含む）の接触があった。　例）手で触れることの出来る距離（目安1ｍ）で、必要な感染予防策なしで患者と15分以上の接触があった。

　Ａ：本人が医師などの判断により、検査対象となった場合。（結果判明前）

特別休暇

特別休暇

※３　感染疑いのある者との最終接触日の翌日から14日間。PCR検査結果が陰性と判明したら解除する。
＊臨時休業に伴う教職員の在宅勤務については、事前に学校教育課に相談する。

学校において感染者等が発生した場合の臨時休業等の対応について

児童生徒等 教　職　員

日常の
消毒

自宅待機（職専免）※３

日常の
消毒

対　　　　応   

必要な場合は
業者消毒

⑴児童生徒等が感染した場合　

濃厚接触者が保健所により特定されるまでの間、学校の全部又は一部の臨時休業を実施す
る。

出席停止
(学保法第19条)

学保法第20条

・医師及び保健所の助言
による期間
・施設の消毒が完了する
まで

保健所の調査や学校医の助言により、児童生徒等の学校活動の様態感染経路の明否等の判
定の要件要素（※１）を考慮して、校内で感染が広がっている可能性を検討し、感染リス
クの低い学年や学級の休業を解除する。

年休

原則として、臨時休業は行わない。


